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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象物体に向かってその下方から気体を吹き付けることによって浮揚させ、前記対象物
体を浮揚させた状態で前記対象物体を熱処理空間内に移動させ、前記対象物体の下方に位
置する吸引口から気体を吸引し、前記対象物体を吸引口に向かって引き寄せることにより
前記熱処理空間内に停止させ、前記対象物体を熱処理することを特徴とする方法。
【請求項２】
　吸引口は、上下方向に摺動する摺動部材に設けられており、吸引口から気体を吸引する
ことにより前記摺動部材を対象物体に接触させることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　対象物体は、プラズマ・ディスプレイ・パネルである請求項１または２記載の方法。
【請求項４】
　対象物体に向かって気体を下から吹き付けることによって対象物体を浮揚させる手段と
、前記浮揚した対象物体を移動させる手段と、前記対象物体を熱処理空間内に停止させる
手段と、前記対象物体を熱処理する手段とを有して成る装置であって、
　前記対象物体を停止させる手段は、前記対象物体の下方に位置する吸引口から気体を吸
引することにより、前記対象物体を吸引口に向かって引き寄せる吸引停止手段である装置
。
【請求項５】
　吸引停止手段は、吸引口を備えた上下方向に摺動する摺動部材により構成されているこ
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とを特徴とする請求項４に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、加熱処理方法および装置に関し、種々の製品の製造あるいは処理において、原
料、中間品あるいは最終製品に加熱処理を施すための方法および装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
種々の製品の生産において、様々な加熱処理が利用されている。具体的には、乾燥、脱水
、焼成、反応促進、表面改質等の加熱処理によって達成される作用は数多く知られている
。加熱処理の効率を向上させるために、加熱処理の対象物体をコンベア等で搬送しつつド
ーム状あるいはトンネル状の加熱空間内を通過させて加熱処理を施すことが実施されてい
る。
【０００３】
そのような加熱処理を実施する装置は、対象物体の移動（または移送）方向に沿って、対
象物体を加熱して熱処理を開始すべき温度まで昇温させる昇温ゾーンおよび昇温した対象
物体を所定の熱的環境にさらす（例えば昇温された温度を所定時間維持する、または昇温
された温度から所定の温度変化に付す）熱処理ゾーンを有して成り、これらのゾーンの境
界が明らかでない場合もある。本明細書においては、加熱処理とは、このような昇温およ
び熱処理の双方を含むものとして使用している。更に、上述のような加熱処理を実施する
装置は、一般的に、熱処理後に対象物体を所定の温度まで降温させる冷却ゾーンを熱処理
ゾーンの後に有する。対象物体は、これらのゾーンを順に通過していく。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、上述の加熱処理方法では、加熱処理装置に供給される熱エネルギーのうち、対
象物体の加熱処理自体に消費される熱エネルギーの割合が少なく、供給した熱エネルギー
の大部分が浪費されるという、熱エネルギーの利用効率が低いというの問題があり、加熱
処理のコストが高くつく原因になっている。
【０００５】
従来の加熱処理方法において、熱エネルギーの利用効率が低い原因は、例えば次の理由が
考えられる：
対象物体を移動するコンベアが出入りするトンネル状の加熱処理空間では、出入口が常に
開放されているため、加熱装置に供給された熱エネルギーの一部分が出入口から放出され
てしまう。このような出入口からの熱エネルギーの放出は、加熱装置に供給された熱エネ
ルギーの約３０％程度にもなると言われている。
加熱処理空間内では、対象物体に加えてコンベアをも加熱することになるため、コンベア
のような移動機構を加熱するために多くの熱エネルギーが必要とされる。コンベアのよう
な移動機構は、複雑であり、また、熱容量も大きく、そのようなコンベアを加熱するには
大量の熱エネルギーが必要である。コンベアは、加熱前から加熱後まで対象物体を移動す
るため、コンベアが加熱空間を出ると、加熱炉内でコンベアに供給された熱エネルギーは
外部に放出されてしまい、無駄になる。コンベアが加熱処理空間を循環して出入りする毎
に、大量の熱エネルギーをコンベアに供給し、供給された熱エネルギーを利用することな
く外部に放出していることになる。このようなコンベアによる熱エネルギーの持ち出しは
、供給された熱エネルギーの約２０％程度にもなると言われている。
【０００６】
更に、従来の加熱処理装置では、加熱処理空間を構成する壁から外部に放出される熱エネ
ルギーの量も大きく、供給された熱エネルギーの約４５％程度が加熱処理空間の壁から放
出されてしまうと言われている。
結果として、従来の加熱処理方法では、供給された熱エネルギーのうち、対象物体の加熱
処理に実際に利用できる熱エネルギーは、全体のわずか５％またはそれ以下に過ぎないと
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言われている。
そこで、本発明の課題は、従来における加熱処理方法の問題点を解消し、熱エネルギーの
利用効率を向上させることにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明は、対象物体を加熱処理するための方法を提供し、この方法は、加熱処理空間にお
いて対象物体の下方から対象物体に向かって気体を吹き付けることによって浮揚させた状
態で所定のように対象物体を加熱することを特徴とする。
【０００８】
本発明において加熱処理とは、対象物体に熱を加えるいずれの処理であってもよく、この
加熱処理によって、対象物体の少なくとも１つの特性（例えば、水分保有率、電気抵抗、
透過率、形成膜厚またはその均一性、応力等）が所定のように変化する。例えば、加熱処
理は、対象物体の温度を所定の温度まで所定時間で上げる処理、対象物体の温度を所定温
度で所定時間維持する処理および／または対象物体を所定の温度変化条件にさらす処理等
を含む。加熱処理は、上述のように熱を加える処理であるが、加熱処理の期間中、常に熱
を加えている必要は必ずしもなく、熱を加えない時があってもよく、その場合、放熱等に
よって、加熱処理温度が低下してもよい。
【０００９】
また、対象物体とは、加熱処理する対象である。対象物体は、いずれの形態であってもよ
く、従って、複雑な形態であってもよい。一般的には、対象物体は、全体としてプレート
、シートまたはフィルム状形態等（これらは、長尺帯状等の連続形態であっても、定尺に
分割された形態であってもよい。）を有し、水平方向の寸法（またはディメンション）が
それに垂直な方向の寸法（即ち、厚さ）に比べて相当大きいものが好ましい。尚、本明細
書において、水平方向とは、シート状形態の対象物体を規定する主表面が広がる方向を意
味する。対象物体は、主表面の一方または双方に凹凸部が存在しても、全体としての対象
物体がシート状形態等であるのが好ましい。
【００１０】
対象物体を構成する材料は、特に限定されるものではなく、例えばセラミック、ガラス、
金属、樹脂、その他の構造材料、またはこれらのいずれかの組み合わせから対象物体が構
成されていてよい。本発明の１つの態様では、上述のような対象物体を少なくとも２つ組
み合わせることによって対象物体が形成されていてもよく、その場合、組み合わせにより
形成された対象物体は、シート状形態であっても、より複雑な形態であってもよい。
具体的には、加熱処理には例えば乾燥、脱水、焼成、反応、反応促進、表面改質、燒結、
熱硬化、熱融解、接着等が含まれる。そのような処理における対象物体には、例えば半導
体基板、ＰＤＰ（plasma display panel）基板、太陽電池基板、液晶基板、ＣＲＴ（テレ
ビブラウン管）等が含まれる。
【００１１】
本発明の方法において、対象物体に気体を吹き付けることによって対象物体を浮揚させる
ということは、対象物体を気体中に浮いた状態にすることを意味する。対象物体に向かっ
てその下方から気体を吹き付けて気体が対象物体に衝突することによって生じる、気体が
対象物体を上向きに押す力（気体の動圧力または静圧力）が、対象物体に作用する重力と
釣り合うようにすることによって、対象物体を周辺気体中で浮揚させる。通常、対象物体
の下から対象物体の下面（底面）に向かって、それに対して垂直に気体を送気口から噴出
させて対象物体を持ち上げるようにする。対象物体の下面に加えて、対象物体の上面およ
び／または側面に向かって気体を吹き付けることによって、対象物体の姿勢を調節するこ
とも可能である。
【００１２】
更に、対象物体の下面に気体が当たる方向を下面に対して垂直ではなく、斜めにすると、
その気体によって対象物体に、水平方向の分力および垂直方向の分力に分割できる力が作
用する。この水平方向の分力は、対象物体が停止している場合には、対象物体をその分力
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の方向に移動させ、対象物体が既に移動している場合には、分力の向きに応じて対象物体
の移動速度を加速または減速するように作用する。例えば、移動している対象物体に、そ
の移動方向と逆方向の分力を作用させるように気体を吹き付けると、対象物体の移動を減
速させたり停止させたりすることができる。垂直方向の分力は、対象物体を浮揚させるの
に使用される。
【００１３】
対象物体への気体の吹き付けは、送気口としての開口部を介して対象物体に向かって気体
を供給することにより実施する。通常、加熱処理空間内において、対象物体が位置する箇
所、および位置することになる箇所の下に（即ち、対象物体の移動経路に）、複数、好ま
しくは多数の送気口が設けられ、対象物体に対して同じ方向から、または異なる方向から
気体が当たるように実施してよい。このような場合、送気口を介して供給される気体によ
って対象物体を押すように作用する力の合力が、水平方向の分力を有する時には、その分
力の方向に対象物体は移動する。
【００１４】
具体的には、対象物体の下面の複数箇所に垂直かつ上向きに気体を吹き付けるように送気
口を加熱処理空間内に設けてもよく、別の態様では、対象物体の下面のある箇所には、垂
直かつ上向きに気体を吹き付け、別の箇所には斜めかつ上向きに気体を吹き付けるように
送気口を加熱処理空間内に設けてもよい。どのように気体を吹き付けるか（従って、どの
ように送気口を設けるか）は、対象物体をどのように浮揚して、必要に応じてどのように
移動するかということに応じて、当業者であれば本明細書の開示に基づいて容易に選択で
きる。
【００１５】
従って、本発明の加熱処理方法において、対象物体は、加熱処理の間、浮揚状態で上述の
ように移動してもよく、あるいは浮揚状態で停止していてもよい。更に、浮揚状態で停止
および移動を組み合わせてもよい。例えば、加熱処理方法は、浮揚状態で停止させて加熱
処理して、その後、浮揚状態で移動させながら更に加熱処理するシーケンスを含んでも、
あるいはこの逆のシーケンスを含んでもよい。浮揚した対象物体を停止させるか、あるい
は移動するかは、対象物体に対する必要な加熱処理の種類に応じて選択できる。
【００１６】
本発明において、移動および停止とは、対象物体の水平方向に沿った実質的な距離の移動
の有無に関する。停止とは、対象物体が少なくとも水平方向に移動しない状態（従って、
垂直方向には移動しても、あるいはしなくてもよい）を意味する。移動とは、対象物体が
少なくとも水平方向に移動する状態（従って、垂直方向には移動しても、あるいはしなく
てもよい）を意味する。
【００１７】
所定の加熱処理を長時間にわたって実施する場合には、対象物体を所定箇所にて停止状態
で浮揚させて加熱処理し、その後、対象物体を移動するのが好ましく、加熱処理空間が小
さくてすむ。また、短時間の加熱処理の場合には、加熱処理空間で浮揚状態で連続的に（
好ましくは一定速度で）移動させながら、加熱処理を実施するのが好ましく、処理効率が
高くなる。このような２つの方法を組み合わせる、即ち、停止状態で加熱処理し、かつ、
移動状態で加熱処理することも可能である。
【００１８】
別法では、加熱空間内で対象物体を気体によって浮揚させた状態で気体によって移動させ
て、加熱処理自体は、対象物体が浮揚していない状態（例えば、垂直方向に機械的に支持
されている状態）で実施してもよい。１つの好ましい態様では、加熱空間内で気体によっ
て対象物体を浮揚させながら、対象物体の移動は対象物体に機械的に力を加えて実施して
よく、この場合に、加熱処理は、対象物体を移動中および停止中、またはこれらのいずれ
かの時に実施してよい。
【００１９】
対象物体の浮揚に使用する気体は、対象物体の加熱処理に悪影響を与えない、あるいは加
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熱を促進するものであれば、いずれの気体であってもよい。一般的には、空気、加熱雰囲
気を構成するための気体、例えば窒素等の不活性ガス、反応性ガスまたはそれらの混合物
等を使用できる。これらの気体は、加熱処理温度に応じて、適当に加熱されているのが好
ましく、その場合は、加熱処理および気体の浮揚の双方を同時に実施できる。高温の気体
である燃焼ガスも、対象物体に悪影響を与えない場合には使用できる。
【００２０】
気体は、上述のように送気口を通って対象物体に向かって噴出されるが、送気口は、所定
の圧力を所定方向で対象物体に作用できるように気体を供給できるものであれば、特に限
定されるものではない。送気口は、例えばノズル、スリット、メッシュ等の形態であって
よく、断面形状も特に限定されるものではなく、例えば円形、楕円形、矩形等であってよ
い。通常、対象物体を浮揚させた状態で移動する加熱処理空間内の経路に沿って複数、好
ましくは多数の送気口が設けられ、対象物体が浮揚した状態で加熱処理空間を通過できる
ようになっている。
【００２１】
一般的に、送気口を列および／またはカラム状に（即ち、移動経路に沿った方向および／
またはそれに垂直な方向で列状に）多数対象物体の移動経路に設ける。例えば、格子状に
送気口を設けてよい。送気口の数およびその配置は、加熱処理空間、特にその中で対象物
体が通過する経路（長さ、幅等）、ならびに処理すべき対象物体に応じて、特にその重量
（単位底面積当たりの重量）および幅、ならびに浮揚すべき高さ等に応じて、適当に選択
できる。尚、浮揚すべき高さ（即ち、対象物体と送気口との距離）は、対象物体が円滑に
移動できる限り、いずれの高さであってよく、一般的には０．１～２０ｍｍ程度であって
よく、浮揚用気体の消費量に伴なうコスト低減と対象物体の熱変形による搬送工程の信頼
性を高めることを考慮すれば通常０．５～３ｍｍ程度であってよい。
【００２２】
上述のように対象物体を気体によって浮揚させる方式（気体浮揚方式）を使用する場合、
加熱処理空間内には、送気口およびそれに到る導管を実質的に配置するだけでよく、気体
の供給機構（例えばポンプ、バルブ、コントロールシステム等）を加熱処理空間の外部に
配置でき、従って、加熱処理室内の設備は非常に簡単になる。その結果、加熱処理装置に
関連する故障も減少し、メンテナンスも楽になる。換言すれば、気体浮揚方式を用いると
、複雑な機械的動作機構を高温の加熱処理空間内に配置する必要がないという利点がある
。
尚、上述のように気体を用いて対象物体を浮揚させて移動すること自体は、例えば特開昭
６１－２６７３９４号公報、特開平２－７６２４２号公報、特開平５－２９２３８号公報
等に開示されており、これらの特許文献の開示事項は、この引用により本明細書の一部分
を構成する。
【００２３】
本発明の１つの好ましい態様では、上述のように、浮揚した対象物体の移動に関して、気
体の吹き付けではなく、機械的な手段（または力）を用いて実施する。加熱処理温度が高
くなると、気体の密度が小さくなり、対象物体の浮揚に加えて移動をも気体を用いて実施
しようとすると、非常に大量の気体を供給する手段を設置しなければならない場合がある
。そのような場合には、対象物体の浮揚のみを気体によって実施し、水平方向の移動は、
機械的な力を用いて実施する。
【００２４】
例えば、対象物体を移動する方向に、機械的な力を浮揚対象物体に瞬間的に加える（例え
ば単に押す）と、対象物体は加えられた力の方向に移動しようとする。その時、対象物体
が移動して行く経路に沿って存在する送気口から、移動してくる対象物体に向かって次々
に気体を噴出させると、その気体が対象物体を順に支持することになる。対象物体は気体
と接触して浮揚しているだけであり、対象物体と気体との間の摩擦力は小さく、下から吹
き出す気体は、対象物体の下側で一種のベアリングの作用をするので、対象物体は実質的
に最初の押す力だけで少なくとも幾らかの距離をその時の条件に応じて移動できる。通常
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、移動する対象物体の速度は徐々に低下し、最終的には停止する。移動している対象物体
をその途中で停止させるには、例えば移動方向の延長線上に存在する障害物に衝突させ、
対象物体の持つ運動エネルギーを障害物に吸収させることにより実施できる。
【００２５】
尚、押す力の大きさを変えると、移動速度および／または移動距離を変えることができる
。このように対象物体を押すこと、また、止めることに使用する手段の構造および動作は
比較的簡単であり（例えば単なる構造体でよい）、作用する力も小さくて済む。
【００２６】
別法では、対象物体を移動すべき所定方向と同じ方向に加熱処理空間を移動する少なくと
も１つの当接要素（またはストッパー要素）を加熱処理空間に設け、移動する当接要素が
浮揚した状態の対象物体の一部分に当接してそれを拘束し、その結果、当接要素が対象物
体を所定方向に押し続けることによって対象物体を移動させるようにする。対象物体は、
当接要素により拘束されているので、当接要素の移動を停止することによって、対象物体
の移動を停止することができる。また、当接要素の移動速度を変えることにより、加熱処
理空間内における対象物体の移動速度をコントロールすることができる。このような当接
要素は、加熱処理空間において対象物体の移動経路の少なくとも片側で、好ましくは移動
経路の両側で移動する駆動手段に設ける。移動するチェーン、ベルトのような連続的な駆
動手段に締結されているのが好ましく、そのような駆動手段の運転／停止に対応して当接
手段が移動／停止し、その結果、対象物体が移動／停止する。
【００２７】
更に別の態様では、連続して対象物体を処理する場合には、加熱処理空間において相互に
隣接して配置され、また、気体によって浮揚され得る複数の支持要素（例えばキャリアト
レイ）を準備し、支持要素のそれぞれに対象物体を配置して、第１支持要素を加熱処理空
間の入口に配置し、その後、第２支持要素を第1支持要素に当接させ、第２支持要素に力
を加え、その力を隣接する第１支持要素に伝達して第１支持要素を移動させて加熱処理空
間内に押し込むと同時に、第２支持要素を加熱処理空間入口に配置する。次に、先と同様
に、第３支持要素を加熱処理空間入口に配置して第２支持要素に当接させ、第３支持要素
を加熱処理空間の入口に配置することによって、先行する第２支持要素および既に加熱処
理空間に入っている第１支持要素を移動方向に向かって更に前進させる。このような操作
を繰り返すことによって、先行する支持要素が後続の支持要素によって押されて加熱処理
空間内を移動するようにする。この場合、支持要素は加熱処理空間内において、下から吹
き付ける気体により浮揚状態にある。この方式は、プラグフロー（plug flow）方式（あ
るいはトコロテン方式（押出式）またはプッシュ方式）と呼ぶことができ、後続の支持要
素が先行する支持要素を機械的に押す。この方式では、対象物体を有する支持要素は、間
欠的に移動する。即ち、浮揚している支持要素は、後続の支持要素が押し込まれる時に、
移動し、押し込みが完了すると、停止する。
【００２８】
上述のように、種々の方式で移動する対象物体（またはそれを含むキャリヤ要素）を停止
するには、先に説明した停止方法とは別に、あるいはそれに加えて、吸引停止手段を使用
して移動している対象物体（またはそれを含むキャリヤ要素）を停止することができる。
この吸引停止手段は、浮揚している対象物体を停止させるべき箇所に設け、対象物体は吸
引停止手段上に向かって引き寄せられ（従って、対象物体は一定位置で浮揚した状態で停
止する）、場合によっては対象物体が吸引停止手段に吸着するようにする。例えば対象物
体が浮揚している雰囲気、特に対象物体の下方から気体を吸引する吸引口を設け、これを
吸引停止手段として使用できる。
【００２９】
具体的には、対象物体の移動経路の所定箇所に気体の吸引口を配置し、その吸引口から対
象物体の周辺の気体を吸引することによって、吸引口の上を通過しようとする対象物体が
吸引口に向かって引き寄せられ、対象物体の動きを止めることができる。吸引口には、ポ
ンプ等の気体を吸引する装置を連結しておくことができる。この際、吸引力が大きく、対
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象物体を浮揚させようとする送気口からの気体の圧力に優る場合には、対象物体の浮揚状
態を維持できないことになる。従って、浮揚状態を保持しながら気体を吸引する場合には
、送気口から気体を吹き出す量を多くする必要がある。この場合、対象物体の動きが止ま
ると、気体の吸引を停止すると共に、送気口から吹き出す気体の量を減らす必要がある。
【００３０】
このような吸引停止手段の一例として、本体部および摺動部材を備えた以下に説明する、
いわゆるエジェクター方式の吸引停止手段を採用できる。本体部は、その一端から加圧気
体が供給され、他端から加圧気体が放出される加圧気体路、および加圧気体路の途中から
分岐して対象物体の移動経路に向かって開口する吸引口を有する吸引路を有する。摺動部
材は、吸引口が開口する本体部の端部を覆い、本体部から対象物体に向かう方向で摺動自
在に嵌挿されている。
【００３１】
この吸引停止手段では、加圧気体が加圧気体路を通過すると、その動圧で吸引路に吸引力
が発生し、摺動部材の吸引口から気体を吸い込むようになっている。摺動部材の吸引口に
対象物体が近づくと、対象物体と摺動部材との間の空間が低圧になり、摺動部材が対象物
体に引き寄せられる。すると、対象物体と摺動部材との間の空間がますます狭くなり、そ
の結果、この空間の圧力が一層低圧になり、摺動部材が対象物体に吸着される。その結果
、対象物体の移動は、摺動部材が取り付けられた本体部によって停止される。その後、加
圧路への加圧気体の供給を中止すれば、摺動部材は本体部側に戻り、対象物体は自由に移
動できるようになる。このような吸引停止手段において、対象物体が摺動部材に吸着する
直前に加圧気体の供給を停止すれば、対象物体と摺動部材が接触することなく、対象物体
は浮揚状態のままで実質的に停止することができる。
【００３２】
本発明では、上述のような浮揚および必要な移動を加熱処理空間内において実施しながら
、対象物体を加熱処理する。尚、一般的には、加熱処理に引き続いて加熱処理温度からよ
り低い温度に対象物体の温度を下げる降温操作を実施する。このような降温操作において
も、必要に応じて、上述のような対象物体の浮揚および移動の方式を採用できるのは言う
までもない。
【００３３】
従って、本発明の加熱処理装置は、昇温ゾーンおよび熱処理ゾーンを有する加熱処理空間
、ならびに場合により降温ゾーンを有して成る。昇温ゾーンとは、対象物体の温度を初期
温度から所定の熱処理開始温度まで、好ましくは所定時間で、上げる領域であり、熱処理
ゾーンとは、所定の熱処理開始温度まで加熱された対象物体を、好ましくは所定時間、所
定温度条件下に保持する領域である。所定条件とは恒温の場合であっても、所定のように
温度が変化する条件（加熱量を減らした、または加熱を停止した結果として、あるいは熱
損失の結果として温度が下がる場合も含む）であってもよい。また、降温ゾーンとは、対
象物体の温度を熱処理温度から、好ましくは所定時間で、所定の温度まで下げる領域であ
る。
【００３４】
対象物体が通過する間に、対象物体の温度が昇温されて熱処理される加熱処理空間は、通
常の加熱処理装置において採用されている加熱処理空間と同様の構造であってよい。一般
的には、加熱処理空間は、断熱壁材で囲まれたドーム状あるいはトンネル状形態であり、
対象物体が加熱処理空間の入口に配置され、その後、加熱処理空間を対象物体が通過する
。対象物体を加熱処理空間の入口において気体を吹き付けることによって浮揚させる。そ
の後の対象物体の移動および停止は、上述のいずれの方法を適用してもよい。例えば、浮
揚している対象物体の下面に気体を斜め方向から吹き付けて移動させてよく、機械的な力
により対象物体を移動させてもよく、あるいは、対象物体を載せることができるキャリヤ
要素上に対象物体を載せて、プッシュ方式で移動させてもよく、これらを組み合わせるこ
とも可能である。
【００３５】
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加熱処理空間では、対象物体の移送経路に沿って、昇温ゾーンおよび熱処理ゾーンに適当
な加熱手段を設ける。加熱手段は、対象物体に加熱処理に使用できるいずれの適当な常套
の手段であってもよい。加熱手段の数および配置は、加熱空間の大きさ、加熱処理の種類
等に応じて適当に選択できる。加熱手段は全て同じタイプであってもよいし、加熱処理の
目的に応じて異なるタイプであってもよい。加熱処理空間における断熱構造についても、
昇温ゾーンおよび熱処理ゾーンでは、同じであっても、異なってもよい。
加熱処理空間への入口およびそれからの出口には、空間内部とその周囲との間で加熱処理
空間内の雰囲気ガスおよび熱の移動を抑制するために、遮蔽手段を設けてよい。例えば、
遮蔽手段には、機械的に開閉する扉装置のほか、エアカーテンが採用できる。
【００３６】
尚、上述のように、必要に応じて、加熱処理空間の下流側に、降温ゾーンを設けてよい。
加熱処理が施された対象物体は、降温ゾーンにおいて、加熱処理空間を出た後、自然放冷
によって降温させてもよいし、強制的に降温させることもでき、あるいは両者を組み合わ
せることもできる。降温操作は、対象物体を、常温まで降温させてもよいし、常温よりも
高い所定の温度まで降温させるだけでもよい。
【００３７】
強制的な降温手段として、気体の吹きつけが行われる。基本的には、使用する気体の温度
は対象物体の温度よりも低ければよい。好ましい態様では、降温を複数のステップで実施
し、各ステップの気体の温度は、段階的に低くなり、温度の高い気体から順に段階的に対
象物体に吹きつけることによって、対象物体の温度を段階的に下げるようにすれば、対象
物体に熱歪みなどの障害を発生させることなく、迅速な降温が可能になる。
【００３８】
降温ゾーンに要する装置スペースを削減するため、降温ゾーンにおいては、隣接する対象
物体の主表面が空間部を隔てて積み重なるように配置して（即ち、複数の対象物体を主表
面が隣接し、それらの間に空間部が存在するように間隔をあけて重ねた状態で）移動させ
ながら（即ち、対象物体の主表面に対して垂直な方向に移動させながら）冷却降温させる
ことができる。対象物体をこのように重ねると、加熱処理におけるように対象物体をその
主表面方向に並べて降温する場合と比較して、降温ゾーンに必要な設置スペースが少なく
て済む。
【００３９】
従って、例えば加熱処理空間における対象物体の上述のような水平方向の移動と、対象物
体を重ねて垂直方向に移動して段階的に温度が低い気体の吹きつける降温とを組み合わせ
ることができる。主表面に垂直な方向に間隔を隔てて重ねられた対象物体の間隔毎に気体
を吹きつけて対象物体間を気体が通過するようにすれば、対象物体の両面から迅速に冷却
が行われる。
【００４０】
本発明の加熱処理装置の加熱処理空間において、均熱シートを使用するのが特に好ましい
。
均熱シートとは、熱伝導性の良いシート状材料であり、特に好ましいのは、熱伝導に異方
性を有し、かつ熱伝導性の良いシート状材料である。このような均熱シートは、シート材
料に全体にわたって温度分布をより均一にし易い材料である。従って、加熱処理装置にお
いて、均熱シートを使用すると、使用しない場合と比較して、均一な加熱を容易に達成す
ることができる。本明細書において、均一な加熱とは、完全に均一であるという意味では
なく、均熱シートを使用しない場合と比較して、加熱の均一の程度が相対的に向上すると
いう意味である。
均熱シートとしては、主表面方向に熱を良好に伝達する材料が好ましく、例えば、一般的
に熱伝導性の良い金属（例えば銅）、無機材料（例えばガラス、セラミック等）、炭素材
料等が用いられる。
【００４１】
特に好ましい態様では、均熱シートとしてグラファイトシートを使用する。グラファイト
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シートは、耐熱性が高く熱伝導性にも優れている。グラファイトシートの中でも、高配向
グラファイトシートが好ましい。この高配向グラファイトシートは、ポリイミド樹脂等の
樹脂シートを焼成してグラファイト化したものであり、配向性が高く、厚み方向に比べて
面方向に非常に高い熱伝導性を有していると共に、３０００℃以上の耐熱性を有している
。具体的には、特開平３－７５２１１号公報に開示されているものをこのグラファイトシ
ートとして適用でき、この特許公開の内容は、この引用により本明細書の一部を構成する
。
【００４２】
本発明の加熱処理装置の加熱処理空間において、加熱手段と対象物体との間に均熱シート
を配置しておけば、加熱手段により発生する熱を均熱シート全体に一様に分配して、対象
物体の全体を均等かつ迅速に加熱することが可能になる。また、均熱シートを加熱手段の
外側に配置しておけば、加熱手段から放出される熱のうち、その外側に向かって放出され
る熱を均熱シートの全面に均一に分配することができ、均熱シートの全面からその内側に
存在する対象物体を均等に加熱することができる。その結果、加熱手段から外側に逃げる
熱を効率的に利用できることになる。
【００４３】
均熱シートは、加熱手段と対象物体との間、および、加熱手段の外側の両方に配置してお
くこともできる。均熱シートは、加熱手段として、局部的に高い熱を発生する加熱手段、
例えば火炎等を採用した場合に特に有効となる。また、高熱を発生する加熱手段で対象物
体を短時間に加熱昇温させる際に、加熱ムラや熱歪みを発生させないために有効である。
熱処理ゾーンで、対象物体の全体を所定の温度範囲に確実に維持するためにも有効である
。
【００４４】
更に、１つの好ましい態様では、局所的に加熱可能な加熱手段の外側に全体的に加熱可能
な加熱手段を配置し、これらの加熱手段の間に均熱シートを配置する。具体的には、均熱
シートと対象物体との間に電気ヒータを配置し、均熱シートの外側に熱媒体流通管を配置
しておくことが有効である。熱媒体流通管で発生した強い熱エネルギーを均熱シートで均
一化して対象物体の全体を均等に加熱するとともに、電気ヒータで精密な温度制御を行え
ば、加熱処理空間において対象物体の全体を一定の温度に加熱することが容易になる。こ
のような加熱機構は、熱処理ゾーンで特に有効である。
均熱シートの配置は、加熱処理空間において対象物体が移動される経路を包囲するように
実施するのが好ましい。このようにすると、均熱シートの内側空間では、対象物体に対し
て熱エネルギーが均等に供給されるので、迅速かつ均一な加熱が可能になる。
【００４５】
より好ましい態様では、対象物体の周囲を均熱シートで二重に囲み、２層の均熱シートの
間に加熱手段を配置して加熱すれば、加熱手段で発生する熱が効率的に内外の均熱シート
に伝達されて均熱シートの全体に均一に拡がり、均熱シートの全体から対象物体の全体を
均等に加熱することができる。
均熱シートの一部に熱を供給して、均熱シートの特性によって全面に熱を伝達させ、均熱
シートを介して対象物体を加熱してよい。この場合では、熱の供給源としての加熱手段を
対象物体の移動経路や対象物体に近い場所に配置しなくても、均熱シートを介して対象物
体に効率的に熱エネルギーを供給することができる。
【００４６】
本発明の加熱処理装置の加熱処理空間の壁面は断熱材を用いて構成される。この断熱材は
、一般的に使用されている材料から形成されていてよく、また、断熱材の構造も一般的に
使用されているものと同じであってよい。断熱材の材料としては、例えば耐熱レンガ、耐
熱ガラス、耐熱セラミックス等が用いられる。
断熱材として、内部に高真空空間を有する断熱材を使用するのが好ましい。真空空間は熱
伝達を遮断するため、そのような断熱材の断熱性は極めて高い。
【００４７】



(10) JP 4090585 B2 2008.5.28

10

20

30

40

50

１つの好ましい態様では、断熱材を構成する表面のうち、対象物体の移動経路に面する表
面に赤外線反射膜を形成する。この態様では、断熱材を通過しようとする熱エネルギーを
、赤外線反射膜によって対象物体に向けて効率的に反射させることができる。赤外線反射
膜として、例えば金属酸化膜、ＳｉＯ2／ＴａＯｘ多層膜、セラミック材等の所望の反射
波長特性を有する材料等を使用できる。
【００４８】
別の好ましい態様では、断熱材は、互いに連結自在な断熱ブロックの形態である。そのよ
うなブロック形態とすれば、加熱処理空間の構造の設計および製造が容易になる。断熱ブ
ロック同士の連結は、ブロック自体が相互に嵌合し、および／または係合するような構造
にすることによって実施してよい。別法では、別の連結金具を用いて連結することも可能
である。例えば、断熱ブロックを加熱処理空間の内壁面に金具等で取り付けることもでき
る。
【００４９】
断熱材またはそれにより構成される壁の内面側（即ち、対象物体に面する側）および／ま
たは外面側（即ち、内面側に対向する側）に均熱シートを配置しておくことが好ましい。
従って、断熱材を断熱ブロックにより構成する場合には、断熱ブロックの内面側および／
または外面側に均熱シートを貼り付けたものを用いることもできる。
【００５０】
本発明の加熱処理装置の加熱処理空間は、断熱材が対象物体の移動経路を包囲するマッフ
ル構造にするのが好ましい。マッフル構造は、通常の加熱装置におけるマッフルと同様の
構造が適用できる。
【００５１】
本発明の加熱処理装置における対象物体の加熱に際しては、いずれの適当な手段により加
熱してもよい。一般的には、加熱手段としては、通常の加熱処理装置における加熱手段が
採用できる。１つの態様では、加熱処理空間内において可燃性ガスを燃焼させて火炎を発
生させ、この火炎で加熱することができる。対象物体と直接に対向するように火炎を発生
させると、火炎により生じる燃焼ガスの熱の火炎の周辺雰囲気における熱対流および熱伝
導による加熱、ならびに火炎からの熱放射による加熱を対象物体の加熱処理に利用できる
。火炎による加熱を行うには、対象物体の搬送経路に可燃性ガス（例えば水素、都市ガス
、ＬＰＧ等の可燃性燃料）を放出して点火する燃焼口を配置しておけばよい。
例えば、対象物体を浮揚させるための気体の送気口に隣接させて燃焼口を配置しておき、
気体の送気方向に沿って火炎が生じるようにすると、火炎によって発生する熱を、浮揚の
ための気流によって対象物体に効率的に供給することができる。
【００５２】
別の態様では、別の場所で可燃性ガスを燃焼させて発生した高温の燃焼ガスを加熱処理空
間に供給してその中の雰囲気の温度を上げてもよい。燃焼ガスを加熱処理空間の雰囲気に
供給するのではなく、加熱処理空間の雰囲気ガスを高温の燃焼ガスと熱交換することによ
り、加熱処理空間の雰囲気の温度を上げてもよい。更に別の態様では、加熱手段として、
電気ヒータ、赤外線ランプ等の電気的な加熱手段を使用する。電気ヒータは供給電力を調
節することによって発生する熱量を迅速かつ容易に調節できるという利点がある。
【００５３】
更に、別の加熱手段として、熱媒体流通管が使用できる。熱媒体流通管は、中空管に高温
ガス、高温の油等の熱媒体を流通させて、中空管の外側に放出される熱を加熱処理に利用
する。熱媒体流通管は強い熱エネルギーを発生することができると共に、熱媒体は対象物
体に接触しないので、熱媒体が対象物体に悪影響を与えることがない。
【００５４】
【発明の実施の形態】
添付図面を参照して、本発明をより具体的に説明する。
図１に本発明の加熱処理方法に使用する加熱処理装置１を斜視図にて模式的に示す。加熱
処理装置１は、昇温ゾーンＸ、熱処理ゾーンＹおよび降温ゾーンＺを有して成り、矩形プ



(11) JP 4090585 B2 2008.5.28

10

20

30

40

50

レート状の対象物体Ｐが、矢印によって示すように、昇温ゾーンＸに供給され、熱処理ゾ
ーンＹおよび降温ゾーンＺを経て装置から排出される。昇温ゾーンＸおよび熱処理ゾーン
Ｙが加熱処理空間１０を構成する。加熱処理空間１０は、図示するように、その入口にエ
アーカーテンを設けることにより、内部を外部から遮断している。例えば、ガラス基板、
セラミック材、金属材等からなる対象物体Ｐに膜形成材料（例えば銀ペースト、ＳｎＯ2

やＩＴＯ（indium-tin oxide）等の透明導電性膜、蛍光体、誘電体、絶縁体、半導体）を
塗布した後の焼成に図示した装置を使用できる。
例えば、プラズマ・ディスプレイ・パネルを製造する際に、種々の段階において基板に塗
布された（例えばスキージー印刷）された種々のペースト材料（例えば銀ペースト、蛍光
体（Ｒ・Ｇ・Ｂ発色材料）ペースト、誘電体（例えばガラス、ＭｇＯ）ペースト）を種々
の段階で焼成するために、使用できる。
【００５５】
本発明の加熱処理における温度条件は、いずれの適当な温度変化を含むものであってもよ
い。例えば、図２に示すように、加熱処理空間（即ち、昇温ゾーンＸおよび熱処理ゾーン
Ｙ）内において、対象物体Ｐの温度は、まず、昇温ゾーンＸで常温から所定の加熱温度Ｔ
０まで急速に（例えば所定時間ｔ１で）上げられ、その後、熱処理ゾーンＹでは、昇温さ
れた温度Ｔ０が（例えば所定時間ｔ２の間）維持される。加熱処理が終了すると、降温ゾ
ーンＺでは、加熱処理を終えた対象物体Ｐが例えば図示するように段階的に温度を（例え
ば所定時間ｔ３で）下げられた後、装置から排出される。
【００５６】
図３に本発明の加熱処理方法に用いる加熱処理空間１０の一部分をその中の様子が理解で
きるように斜視図にて模式的に示す。図示した態様は、特に昇温ゾーンに使用するのが特
に好ましい。加熱処理空間１０は、対象物体Ｐを挿入するには十分であるが、それほど広
くない幅の開口部１４を有する（また、開口部１４の高さについても同様である）。加熱
処理空間１０の内側には、複数、好ましくは多数の浮揚部材２０が対象物体Ｐの（矢印に
より示す）搬送方向に沿って間隔を隔てて配置されている。各浮揚部材２０は、対象物体
の移動方向に対して垂直な方向に沿って長尺であり、その幅（即ち、浮揚部材２０の長手
方向の長さ）は対象物体Ｐの幅（Ｗ、移動方向に対して垂直な方向の長さ）よりも少し広
く設定されている。
隣り合う浮揚部材２０同士の間には排気部材２７が配置され、従って、浮揚部材２０と排
気部材２７が交互に並列し、浮揚部材２０に隣接する排気部材２７の一方には吸引停止手
段３０が配置されている。この吸引停止手段３０は、対象物体Ｐの幅方向の両端近くに配
置されているが、吸引停止手段の数および配置は必要に応じて適当に選択してよい。排気
部材２７は浮揚部材２０と同じ幅を有し、下方に配置された排気管２８に連通している。
浮揚部材２０には、対象物体の幅方向（矢印Ｗ）に沿って図示するようにスリットまたは
複数の送気口が設けられ、その送気口から気体を対象物体Ｐに向かって吹き出すことによ
って対象物体を浮揚させる。
【００５７】
尚、図３に示す浮揚部材２０は、後述するように、その中央に燃焼口の列を有し、そこか
ら火炎ｆが生じる。排気部材２７には、対象物体の幅方向に沿って複数の排気口が設けら
れており、加熱処理空間内から気体を排気口を介して吸い込むことにより、加熱処理空間
内の所定の条件（例えば圧力またはその中の気体の量等）を所定のように維持する。吸引
停止手段３０は、後述するように、移動している対象物体を停止させることができる。
【００５８】
図４に浮揚部材２０の断面図（対象物体の主表面に対して垂直な方向で、かつ、対象物体
の移動方向に沿った断面図）を模式的に示す。浮揚部材２０は、中央に燃焼口２４を有し
、その両側に送気口２２が配置されている。図示するように、送気導管２３を通ってきた
気体が送気口２２からその上方に存在する対象物体Ｐに向かって吹き付けられる。送気導
管２３は、加熱処理空間１０の外部に設置された送気管２６に接続されている（図３参照
）。送気管２６は予め加熱された気体、例えば空気を供給するのが好ましい。気体の加熱
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は、加熱処理空間１０から排出される気体との熱交換により実施してよく、熱エネルギー
を有効に利用できる。別法では、加熱処理空間１０から排気される気体をそのまま送気管
２６を経由して再使用してよい。
【００５９】
図４に示す態様では、一対の送気口２２は浮揚部材２０の中央に向かって斜め方向に気体
を吹き出し、対象物体Ｐに当たった気体が対象物体Ｐに沿って外側に流れる。その際に発
生する浮揚力で対象物体Ｐが浮揚する。
燃焼口２４には、加熱処理空間１０の外部から導管２５を通じて可燃性ガスが供給される
。この可燃性ガスは、燃焼口２４で燃焼して火炎ｆを発生する。火炎ｆは、左右の送気口
２２、２２からの気流に挟まれた形で、対象物体Ｐに向かって実質的に真っ直ぐに延びる
。火炎ｆは、周囲の気体を加熱して、昇温した気体が対象物体Ｐに接触して対象物体を加
熱する作用と、火炎ｆから放射される熱線で直接に対象物体Ｐを加熱する作用との両方で
、対象物体Ｐを加熱して所定温度まで急速に昇温させるか、あるいは対象物体の所定温度
を維持する。尚、火炎ｆは、送気口２２、２２から吹き出す気流を加熱する作用も有する
。
【００６０】
図３および図４に示した態様では、加熱処理空間１０の開口部から内部に送り込まれた対
象物体Ｐは、浮揚部材２０から吹きつけられる空気で浮揚させられ、燃焼口２４からの火
炎で加熱される。図３に示すように、浮揚部材２０から吹き出した気体および燃焼口２４
における燃焼ガスは、排気部材２７の排気口および排気管２８を通じて外部に排気される
。排気に含まれる熱エネルギーを回収して、対象物体Ｐを浮揚させるための気体を昇温さ
せたり、後述するように、降温部Ｚで使用する気体を加温するのに利用できる。
尚、図示した態様では、浮揚部材２０は、対象物体Ｐを浮揚させるだけで、水平方向に移
動させたり停止せたりする搬送機能は備えていない。
【００６１】
本発明の加熱処理方法において、浮揚した対象物体を移動させる方法を説明するために、
対象物体を移動する方向に対して垂直な横方向から見た様子を図５に示している。図示し
た態様では、対象物体Ｐは右から左に向かって移動する。対象物体Ｐの移動経路の右端に
、軸回転可能なプッシュアーム４８が配置されている。プッシュアーム４８は、加熱処理
空間１０を横断して軸支された旋回軸４６に支持されている。対象物体Ｐが移動経路の右
端に存在する状態（図の右側に示す対象物体Ｐ）で、プッシュアーム４８が水平状態（二
点鎖線で示す）から右回りに旋回すると、アームの先端が対象物体Ｐの縁部に当接する位
置に配置される。対象物体Ｐの縁部に当接したアーム４８を更に旋回させると、アーム４
８は対象物体Ｐを左方向に押し、それによって、対象物体は、図５の右から左に向かって
移動する。浮揚状態の対象物体Ｐはアーム４８で軽く押すだけで移動する。移動させる距
離および速度に応じて、回転軸の回転速度を調節することによって、アーム４８が押す力
を変えることができる。例えばアーム４８が対象物体に衝突するように軸４６を回転して
も、あるいは対象物体を穏やかに押すように軸４６を回転してもよい。
【００６２】
また、図５において、対象物体の搬送経路の左端にストップアーム（止め要素）４９が軸
回転できるように旋回軸４７に配置されている。対象物体Ｐが移動している時に、アーム
４９は図示するように垂直状態であり、移動してきた対象物体は、アーム４９に衝突して
それ以上は移動できず停止する。対象物体の移動速度が大きい場合には、対象物体が衝突
した瞬間にアーム４９が移動している対象物体の運動エネルギーを吸収して右回りに回転
するようにすると、衝突した反動によって、対象物体が跳ね返されるのを避けることがで
きる。
上述のようなアーム４８および４９の動作を適宜に組み合わせて行うことで、対象物体Ｐ
を所定の方向に移動させたり移動速度を変えたり停止させたりすることが容易に行える。
【００６３】
更に、もう１つの態様において、図６に模式的に示すように、本発明の加熱処理方法では
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浮揚した対象物体を機械的な力を用いて移動させる。尚、図６（ａ）では、斜視図にて、
図６（ｂ）では平面図にて示している。
図６では、対象物体Ｐの移動方向（矢印）に動くチェーンまたはベルトのような駆動手段
２００が対象物体Ｐの移動経路２０２の両側に配置され、浮揚した対象物体Ｐに当接する
部材２０４をそのような駆動手段に締結する。対象物体を移動すべき方向に駆動手段が移
動すると、当接要素２０４は対象物体Ｐを押すことになり、それによって、対象物体は移
動する。駆動手段２００を停止すると、当接要素２０４は停止し、従って、対象物体Ｐを
押さないので、浮揚した状態で対象物体は停止する。このような駆動手段を加熱処理空間
１０内に配置する。当接要素は、対象物体を移動すべき方向に向かって対象物体を押すよ
うに、対象物体の後方に配置するが、対象物体の前方に追加的な当接要素２０６として配
置してもよく、そのようにすると、対象物体を確実に停止できる。
当接要素は、少なくとも１つ設けることにより、その目的を達成できるが、処理すべき対
象物体に応じて数を増やしたり、あるいは当接要素自体の構造を適当に変えることができ
る。通常、対象物体の後縁２０８の両端付近で当接するのが好ましく、従って、図６（ａ
）に示すように、２個の当接要素を使用するのが好ましい。対象物体の幅が大きい場合に
は、後縁２０８の中央部付近に当接要素を設けてもよいし、左右の当接要素２０４がつな
がっていてもよい。
【００６４】
このような駆動手段を加熱処理空間に配置する場合、加熱処理空間の対象物体の移動経路
の側方に設けたチェーンまたはベルトのような簡単な駆動手段を配置するだけでよいこと
、駆動手段に動力を作用する複雑な装置は、加熱処理空間の外部に配置できること、また
、気体を用いて対象物体を移動し、吸引停止手段を使用して移動する対象物体を停止する
時と比較して、気体を使用せずに対象物体の移動および停止を確実にできるという利点が
ある。
【００６５】
また、更に別の態様において、気体によって浮揚でき、また対象物体を支持できる支持要
素に入れ、その支持要素を加熱処理空間内で移動させて加熱処理する。この方式を図７に
加熱処理空間の模式的断面図にて示す。
例えば図示するようにキャリヤトレイの形態であってよい支持要素２１０は、相互に隣接
・接触して複数個が配置され、その中に加熱処理すべき対象物体Ｐを配置する。支持要素
は、対象物体の移動すべき方向に対して垂直な方向に沿って、対象物体の厚さより十分に
大きいディメンション（または深さ）を有し、隣接した支持要素の最後尾において対象物
体を移動すべき方向に力を加えると、その力は、最後の支持要素からそれに隣接する先行
の支持要素に伝達され、更に、その支持要素から更に先行の支持要素に伝達される、とい
うように力が順に伝達されるようになっている。従って、最後の支持要素を前方に向かっ
て押すことにより、それに先行する全ての支持要素を移動させることができる。このよう
な移動機構はプッシュ方式（またはプラグフロー方式）とも呼ぶことができ、これを加熱
処理空間１０内に配置すると、支持要素に配置した対象物体が順次加熱処理空間を移動し
、その間に加熱処理されることになる。支持要素自体は、その下に位置する送気口から吹
き付けられる気体によって浮揚されるので、支持要素を移動させるために必要な力は、少
なくてすむ。図６を参照して説明した態様では、対象物体が垂直方向に変位する場合、ま
たは当接要素の厚さが十分でない時、当接要素が対象物体に容易に当接できないことがあ
る。これに対して、図７の態様では、隣接する支持要素が十分に大きい垂直方向ディメン
ションを有し、その結果、支持要素の間で確実に力を伝達できるので、そのような問題が
なく、対象物体を確実に移動できるので特に有効である。
【００６６】
別の態様では、移動している対象物体の停止は、図３に示す吸引停止手段３０により実施
してもよい。吸引停止手段３０の作用を説明するために、図８に吸引停止手段３０の断面
図（対象物体の移動方向で対象物体に対して垂直な方向の断面図）を模式的に示す。吸引
停止手段３０は、例えば円柱状の本体部３１およびその先端に配置された円筒キャップ状



(14) JP 4090585 B2 2008.5.28

10

20

30

40

50

の摺動部材４０により構成され、摺動部材４０は、本体部３１の先端で矢印で示すように
上下方向に摺動自在に取り付けられている。本体部３１は、その下方部に水平方向に貫通
する加圧気体路３３を有する。加圧気体路３３の一端には、導管５３が連結され、導管５
３には、制御弁５４およびポンプ５２が連結されている。ポンプ５２および制御弁５４は
、加熱処理空間１０の外部に配置される。ポンプ５２の作動によって、加圧気体（例えば
空気）を加圧気体路３３に送り込む。加圧気体路３３の他端には、外部に開放された放出
口３４が存在し、加圧気体路３３に送り込まれた気体は放出口３４から外部に放出される
。
本体部３１は、その中央部に吸引気体路３２を有する。吸引気体路３２の下端は、加圧気
体路３３につながっている。吸引気体路３２の上端は、本体部３１の先端にて開口してい
る。本体部３１の吸引気体路３２の上端の上方では、摺動部材４０の中央部に貫通孔４２
が形成されている。
【００６７】
上述のような構造を有する吸引停止手段３０の動作を次に説明する。
図８（Ａ）に示すように、加圧気体路３３を高圧の気体が通過すると、その動圧による吸
引作用で、吸引気体路３２内の気体が吸引される。吸引気体路３２の上端からは摺動部材
４０の貫通孔４２を介して上方空間の気体が吸引される。
図８（Ｂ）に示すように、吸引停止手段３０の上方に対象物体Ｐがあると、対象物体Ｐの
下面と摺動部材４０の上面との間の気体が貫通孔４２に吸引され気流が発生することで、
対象物体Ｐと摺動部材４０との間の空間の圧力が低下する。そうすると、上下方向に摺動
可能な摺動部材４０は対象物体Ｐ側に吸い上げられて、上方に移動する。摺動部材４０が
上方に移動すると、対象物体Ｐとの間の隙間が更に狭くなり、気流は速く圧力は低くなる
ので、摺動部材４０は一層対象物体Ｐに吸いつけられる。
図８（Ｃ）に示すように、摺動部材４０が対象物体Ｐの下面に接触してしまうと、摺動部
材４０の貫通孔４２に吸い込まれる気流は無くなる。但し、加圧気体路３３を加圧気体が
通過することで、吸引気体路３２側の気体を吸引する作用は続くので、摺動部材４０は対
象物体Ｐの下面に強く吸着された状態になる。本体部３１に取り付けられた摺動部材４０
は水平方向には移動できないから、摺動部材４０と対象物体Ｐとの間の摩擦抵抗力で対象
物体Ｐの移動が阻止される。
尚、加圧気体路３３への高圧気体の供給を中止すれば、吸引気体路３２に対する吸引作用
は無くなるので、摺動部材４０は自重で下方に移動する。この時、送気口から対象物体Ｐ
に向かって気体が吹き付けられている場合には、対象物体Ｐは摺動部材４０から離れて浮
揚状態に戻る。この状態で、対象物体Ｐに水平方向に移動させる何らかの力が作用すると
、対象物体Ｐは水平方向に移動できる。
【００６８】
このような吸引停止手段３０は、加圧気体の供給・停止を制御するだけで、加熱処理空間
１０の内部には複雑な機構を備えていなくても、迅速かつ確実な対象物体Ｐの停止および
停止解除を果たすことができる。複雑な機構を加熱処理空間内に設ける必要がなければ、
高温の加熱処理空間１０内でも安定した動作が可能である。
【００６９】
対象物体を移動させる別の態様を説明するために、対象物体の移動をコントロールする送
気部材の断面図（対象物体の移動方向で対象物体に対して垂直な方向の断面図）を図９に
模式的に示す。
送気部材５０は、対象物体Ｐの搬送方向（図示した態様では、矢印で示すように右から左
に向かう方向）に対して斜め方向に（従って、右下から左上に向かう方向に）気体を吹き
出す。具体的には、送気部材５０には、導管５２を介して制御弁５６およびポンプ５４が
連結されており、送気部材５０の先端には対象物体Ｐに対して斜め方向に向いた送気口５
１を有する。
制御弁５６を開いて送気口５１から対象物体Ｐに向けて気体を吹きつけると、対象物体Ｐ
には、右下から左上に向かう方向の圧力が作用し、その圧力の対象物体Ｐと平行な方向の
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成分が対象物体Ｐを移動方向（左方向）に駆動する。対象物体Ｐに垂直な方向の圧力成分
は、対象物体を浮揚するのを助ける。制御弁５６を閉めれば、気体の吹きつけは無くなり
、対象物体Ｐの移動は止まるが、送気部材５０の両側に位置する浮揚部材２０から浮揚作
用を有する気体が吹き出しているので、実質的に対象物体Ｐの浮揚状態だけが維持される
。尚、制御弁５６がｏｎ／ｏｆｆ機能だけでなく、通過する気体の流量を調整する機能を
有する場合、送気口５１から吹き出す気流により生じる圧力の大きさを変えることができ
、それによって、対象物体Ｐを移動させようとする力、即ち、駆動力の大きさを調節する
ことができる。
【００７０】
別の態様において、上述のような送気部材５０を浮揚部材２０に組み込んでよい。そのよ
うに、送気部材を有する浮揚部材の図９と同様の断面図を図１０に模式的に示す。
浮揚部材２０には、対象物体Ｐを浮揚させるための２つの送気口２２に加えて、送気口２
２の間に斜め方向（右下から左上に向かう方向）に気体を吹き出すように開口し、対象物
体の移動をコントロールする送気口２６を有する。送気口２６は、浮揚部材２０の上端に
形成された凹部２７の側面で開口している。
尚、送気口２６は、全体として柱状物の端面に設けた穴（例えば円形の穴）形態の開口部
であってよく、あるいは、対象物体の移動方向に対して垂直かつ水平な方向に沿って、対
象物体の下でその幅全体にわたって延在する長尺部材の頂部表面に設けた一連の複数の穴
形態の開口部またはスリット形態の開口部であってよい。
【００７１】
次に、本発明の加熱処理装置の加熱処理空間に用いることができる断熱構造を説明する。
図１１に本発明の加熱処理装置の加熱処理空間の断面図（対象物体の移動方向に垂直な断
面図）を模式的に示す。本発明の加熱処理装置の加熱処理空間１０は、１つの態様では、
通常の外壁材料で構成された筒状外壁６０の内側全面に、高配向グラファイトシートから
なる均熱シート６２が貼設されている。高配向グラファイトシートとして、パナソニック
グラファイトシート（松下電器産業株式会社製）を用いることができる。この高配向グラ
ファイトシートは、例えば厚さが０．１mmで、無酸素状態における耐熱温度は３０００℃
以上で、熱伝導性率８．０Ｗ／ｃｍ・°Ｋ（面方向の値。面に垂直な方向は面方向の１／
１００）、引張強度が約２００kg/cm2であり、柔軟であるので湾曲させたり、また、変形
させることも可能である。筒状の外壁を形成する外壁材料としては、従来の加熱処理装置
の加熱処理空間に一般的に使用されている材料を使用することができ、例えば、ステンレ
ス、インコネル、セラミック材、石英ガラス等を使用できる。
均熱シート６２の内側には、多数の断熱ブロック６４が敷き詰めて配設される。断熱ブロ
ック６４により形成される空間の内側で、浮揚状態で対象物体Ｐが移送される。対象物体
Ｐの下方には、浮揚部材２０に設けた送気口から気体が吹き付けられ、それにより対象物
体Ｐは浮揚し、また、浮揚部材２０に設けた燃焼口２４からの火炎ｆが対象物体Ｐを加熱
する。
【００７２】
図１２に断熱ブロック６４の一例を斜視図にて模式的に示す。図示するように、断熱ブロ
ック６４は、全体としての平面形状（例えば図示した態様では上方から見た形状）がほぼ
矩形状をなす。この断熱ブロックは、例えばガラス成形体であってよい。
図１３には、図１２の断熱ブロックを均熱シートを介して加熱処理空間の外壁６０に貼り
付けた状態を模式的に断面図にて示す。断熱ブロック６４のその内部６５は中空状態であ
り、高真空状態で封止されている。断熱ブロック６４の対象物体に面する側の表面には赤
外線反射膜６８が形成されている。
【００７３】
各断熱ブロック６４は、第１ブロック部分７０および第２ブロック部分６６を有して成り
、これらのブロック部分は、その縁部分において相互に重なり一体の断熱ブロック６４を
形成している。このような断熱ブロックを加熱処理空間内に並べて配置する場合、第２ブ
ロック部分６６上には、隣接する断熱ブロックの第１ブロック部分７０の一部分が重なり
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、第２シート状部分はスペーサとしての機能を果たす。第２ブロック部分６６の先端には
小さな突出片６７が設けられている。図１３に示すように、断熱ブロック６４を外壁６０
との間に均熱シート６２を挟んで配置した後、突出片６７にボルトｂを挿通して外壁６０
に締結すれば、断熱ブロック６４が外壁６０に固定される。
なお、外壁６０の内面に断熱ブロック６４を敷き詰めた状態では、第２ブロック部分６６
、突出片６７およびボルトｂは第１ブロック部分７０の裏面側に隠れ、加熱処理空間の内
側露出面は、断熱ブロック６４上の赤外線反射膜６８だけによって規定されることになる
。
【００７４】
上述のような断熱構造を採用すれば、火炎ｆから放出される熱の一部は、直接に対象物体
Ｐに吸収される。残りの熱（および場合により存在し得る対象物体Ｐから放出される熱）
は、周りに配置された断熱ブロック６４の赤外線反射膜６８で反射されて、中に位置する
対象物体Ｐを加熱することになる。その結果、熱エネルギーを有効に利用して、外部への
熱エネルギーの放出を少なくできる。
真空空間６５を有する断熱ブロック６４は、外部への熱の放出を良好に阻止する。但し、
断熱ブロック６４あるいはブロック間の隙間を通過して外側に熱が漏れる場合がある。ま
た、内部空間における火炎ｆや対象物体Ｐの配置によっては、断熱ブロック６４により形
成される内壁の一部分に大量の熱エネルギーが供給されるので、その部分の断熱ブロック
６４を外向きに通過する熱エネルギーが生じ、その結果、断熱ブロック６４の外側に局部
的な高熱個所が生じることがあり得る。
【００７５】
しかしながら、図示したように、断熱ブロック６４の外側に均熱シート６２が配置されて
いる場合、断熱ブロック６４を通過した熱は、均熱シート６２に吸収される。均熱シート
６２は吸収した熱を全面に均等に分配することで、局部的に高熱になり得たであろう外壁
６０の内面の箇所の温度を下げる。外壁６０を通過して外部に放出さる熱エネルギーの損
失量は、外壁６０の内側と外側との温度差に比例するので、均熱シート６２によって、外
壁６０の一部分の内側が高温になることが防止され、そのような箇所から外壁６０を通過
して外部に放出される熱エネルギーが減る。また、均熱シート６２で外壁６０の内面にお
ける温度分布が平均化されれば、断熱ブロック６４の内側空間における温度分布も平均化
され易くなり、対象物体Ｐに対する加熱も均等化される。
【００７６】
図１４に、別の態様の断熱ブロックの形態を用いた断熱構造を、図１３と同様に、模式的
に示す。図示した、断熱ブロック１６４は、全体としてほぼ矩形の板状をなし、外壁６０
の内側に均熱シート６２を介して敷き詰められる。断熱ブロック１６４は、その内部に高
真空空間１６５を有する。断熱ブロック１６４の内側表面には赤外線反射膜１６８が形成
されている。断熱ブロック１６４には取付孔１６６が貫通形成されている。取付孔１６６
には取付ネジ１６７が挿通され、取付ネジ１６７を外壁６０にネジ込み固定することで、
断熱ブロック１６４が外壁６０に固定される。取付ネジ１６７は、円盤状のスペーサ１６
９を介して断熱ブロック１６４に当接する。スペーサ１６９は断熱性に優れたセラミック
等の材料で形成されている。この形態では、円盤状のスペーサ１６９が、取付孔１６６の
開口を塞ぐことで、取付孔１６６を通じて熱が放出されるのを阻止することができる。
【００７７】
図１５に、本発明の加熱処理装置の別の態様の加熱処理空間の断面図（対象物体の移動方
向に垂直な断面図）を模式的に示す。但し、図示した態様では、加熱処理空間の周辺部を
規定する筒状外壁および断熱ブロックにより形成される壁を図示していない。
図示した態様では、浮揚部材２０で浮揚される対象物体Ｐを囲むように、何れも筒状をな
す、内側均熱シート１１０および外側均熱シート１１２が配置される、即ち、二重層構造
で均熱シートが対象物体の周囲に配置されている。外側均熱シート１１２の外側には外壁
６０（図示せず）が存在する。均熱シート１１０と１１２との間には、上下２個所に電気
ヒータ１１４がそれぞれ配置されている。図１５に示す態様では、電気ヒータ１１４によ
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り発生する熱が、均熱シート１１０および１１２によって無駄なく効率的に全体に伝えら
れる。即ち、均熱シート１１０および１１２は電気ヒータ１１４で発生した熱を全周へと
迅速に伝えるとともに、均熱シート１１０の内面から放射される熱が均一化されて、対象
物体Ｐに伝えられて対象物体Ｐを加熱する。その結果、対象物体Ｐは全体を均等に加熱さ
れることになる。
【００７８】
図１６に、本発明の加熱処理装置の別の態様の加熱処理空間の断面図（対象物体の移動方
向に垂直な断面図）を模式的に示す。但し、図示した態様では、加熱処理空間の周辺部を
規定する筒状外壁および断熱ブロックにより形成される壁を図示していない。
図示する態様では、均熱シートとマッフル構造とを組み合わせる。浮揚部材２０で浮揚さ
れる対象物体Ｐを囲む位置に、筒状に構成されたＳＵＳ金属等からなるマッフル構造部１
２０が配置される。マッフル構造部１２０の外側には断熱材からなるスペーサ１２４を介
して均熱シート１２２が配置されている。均熱シート１２２の外側には外壁６０が配置さ
れるが、図示を省略している。均熱シート１２２の外側に隣接して下方に電気ヒータ１２
６が配置されている。
電気ヒータ１２６の熱は、均熱シート１２２に伝わり、均熱シート１２２で全周に伝達さ
れる。その後、均熱シート１２２から輻射熱によって、熱がマッフル構造部１２０に伝達
され、マッフル構造部１２０が輻射熱によってその内部の空間に配置された対象物体Ｐを
加熱する。尚、本明細書において、マッフル構造部とは、電気ヒータのような加熱手段と
対象物体Ｐの加熱処理空間とを分離する隔壁構造を意味する。
図示した態様では、均熱シート１２２がマッフル構造部１２０に対してスペーサ１２４以
外では実質的に接触していないので、均熱シート１２２を加熱したときに、熱容量が比較
的小さい均熱シート１２２のみに熱が伝わって迅速に昇温する。昇温した均熱シート１２
２からの輻射熱がマッフル構造部１２０に伝わり、マッフル構造部が対象物体Ｐを加熱す
るので、対象物体Ｐは全周から迅速かつ均等に加熱されることになる。
【００７９】
図１５および図１６を参照して説明した態様では、加熱処理すべき対象物体の少なくとも
一部分と空間部を隔てて重なるように電気ヒーターのような加熱手段を配置しているが、
加熱手段の配置は、対象物体から離れていてもよい。
そのような態様を図１７に模式的に示す。この態様では、対象物体Ｐを包囲する均熱シー
ト１３０が対象物体とは重ならないフラップ部１３２を有し、この部分を加熱する。
例えば、加熱処理空間１０（図示せず）の内部に、均熱シート１３０が筒状に巻回された
状態で対象物体Ｐの周囲の空間を包囲するようにし（例えば、図示するように、均熱シー
ト１３０は対象物体Ｐの周囲の空間を２重に囲むように配置し）、均熱シート１３０の端
部１３２が、対象物体の周囲の空間から離れて外方に引き出されている。
【００８０】
この態様では、均熱シート１３０のフラップ部１３２に隣接する下方位置にガスバーナ１
３４が配置されている。ガスバーナ１３４は火炎ｆを発生して上方のフラップ部１３２を
加熱する。フラップ部１３２に供給された熱は均熱シート１３０の全面に迅速に伝達され
、均熱シート１３０からの輻射熱で内部空間を加熱する。その結果、均熱シート１３０の
内部空間を移送される対象物体Ｐを全周から均等に加熱することができる。
ガスバーナ１３４は、支持アーム１３５を介して駆動軸１３６に支持されている。駆動軸
１３６は矢印で示すように、旋回および昇降が可能になっている。
駆動軸１３６を旋回すれば、ガスバーナ１３４で加熱する延長端１３２の位置が変更でき
、均熱シート１３０の内部空間に配置された対象物体Ｐへの伝熱状態が変わる。例えば、
対象物体Ｐの移動に伴ってガスバーナ１３４の加熱位置を変えて、対象物体Ｐの特定位置
をより強く加熱することが可能になる。
また、駆動軸１３６を昇降させれば、ガスバーナ１３４とフラップ部１３２との距離が変
わり、ガスバーナ１３４からフラップ部１３２に伝わる熱エネルギーの強さが調節でき、
対象物体Ｐの加熱処理温度調節が容易になる。尚、ガスバーナ１３４を筒状の均熱シート
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１３０の軸方向に沿って平行移動させる機構を備えておいたり、加熱手段としてガスバー
ナ１３４以外の手段も使用でき、例えば電気ヒータを用いることも可能である。
【００８１】
本発明の加熱処理装置において、加熱処理空間１０を規定する断熱壁の構造は、図１１～
１４を参照して説明したが、図１８に断面図にて模式的に示す構造であってもよい。
図１８に示す態様では、外壁６０の内側に、断熱材層１４２、均熱シート１４０、断熱材
層１４２、均熱シート１４０およびマッフル構造部１４４が順次配置されている。マッフ
ル構造部１４４の内側の空間を対象物体Ｐが移送される。対象物体Ｐの加熱手段も別途設
けられる。図示した態様では、均熱シート１４０と断熱材層１４２の組み合わせが２対配
置されているが、この組み合わせが１対であっても、３対以上であってもよい。
この態様では、マッフル構造部１４４の内部空間で発生した熱が、マッフル構造部１４４
を経て均熱シート１４０に伝わると、熱が迅速に全周に伝達されて全周の温度が均一化さ
れる。均熱シート１４０の外側に配置される断熱材層１４２によって外部に熱が逃げるの
を阻止する。
【００８２】
一般に、加熱処理空間の断熱壁のうち一部が局部的に高熱になると、その部分では断熱壁
が存在していても、内外の温度差が大きいために、断熱壁を通過して外部に熱が放出され
易くなる。しかし、上述の構造の断熱壁では、均熱シート１４０が局部的な高熱個所の熱
を全周に均等に分配することになるので、局部的に高温になる部分が生じ難い。局部的な
高温が生じなければ、断熱材層１４２等の断熱壁を通過して外部に放出される熱エネルギ
ーは少なくなる。その結果、加熱処理室の全体として、外部への熱の放出を削減すること
ができ、熱エネルギーの効率的利用が可能になる。
【００８３】
図１９に、本発明の加熱処理方法に用いる加熱処理空間１０の別の態様の一部分を、図３
と同様に、その中の様子が理解できるように斜視図にて模式的に示す。この態様は、特に
熱処理ゾーンに使用するのが特に好ましい。尚、図２０に図１９の態様の加熱処理空間の
断面図（対象物体の移送方向であって、対象物体に垂直な断面図）を模式的に示している
。
図示した態様の断熱壁構造は、図３の場合と同様であってよい。図示した態様においても
、浮揚部材２０、吸引停止手段３０等からなる、対象物体の浮揚・移動機構が設けられて
いるが、簡単のため、図示を省略している。昇温ゾーンのように多量の熱を加える必要が
ある場合には、浮揚部材２０には、図４に示すような燃焼口２４を設けてもよいが、熱処
理ゾーンのようにそれほど多量の熱を加える必要がない場合には、燃焼口２４を省略して
よく、図９または図１０に示すような浮揚部材２０の構造を採用してよい。
【００８４】
図２０にも示すように、対象物体Ｐが移送される移動経路の下方に、平面Ｕ字形をなす電
気ヒータ８０が設けられ、電気ヒータ８０の下方には均熱シート１００が配置され、さら
にその下方に熱媒体流通管９０が設けられている。
熱媒体流通管９０は、外管９６と孔付き内管９８との二重構造になっている。図１９に示
すように、内管９８は加熱処理室１０の壁面を貫通して外部に引き出され、着火部９２に
接続されている。着火部９２は燃料ガス導管９３および排気導管９４に接続されている。
燃料ガス導管９３から着火部９２に供給された燃料ガス（または可燃性ガス）は、着火部
９２で着火されて燃焼し、燃焼ガスが内管９８に供給される。燃焼ガスは内管９８の外周
の孔を通じて外管９６に入る。外管９６は着火部９２を介して排気導管９４に連結されて
おり、外管９６を通過した燃焼ガスは排気導管９４から回収される。燃料ガスが内管９８
および外管９６を流通している間に、外管９６の表面から外周に向かって熱が放出される
。
【００８５】
図２０に示すように、熱媒体流通管９０から放出された熱は、均熱シート１００に吸収さ
れて、均熱シート１００の全体に均等に拡がり、均熱シート１００から上方に輻射され、
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上方の対象物体Ｐを加熱する。均熱シート１００の上方に配置された電熱ヒータ８０から
も熱が供給されて対象物体Ｐを加熱する。
図示した態様では、熱媒体流通管９０の位置から局部的に大量の熱エネルギーが放出され
ても、その熱エネルギーが均熱シート１００で均熱化されてから対象物体Ｐに供給される
ので、対象物体Ｐを均等に加熱することができる。また、熱媒体流通管９０とは異なる位
置に配置された電気ヒータ８０からも熱エネルギーを供給するので、電気ヒータ８０によ
っても均熱化が図られる。
【００８６】
本発明の加熱処理方法の１つの好ましい態様では、熱媒体流通管９０および電気ヒータ８
０の２種類の加熱手段を組み合わせることにより、対象物体Ｐの加熱処理温度をより精密
にコントロールする。図２１は、対象物体Ｐを目標温度Ｔ０まで加熱する際の時間ｔと加
熱処理空間の到達温度Ｔとの関係の一例を示している。到達温度Ｔは、熱媒体流通管９０
により加えられる熱量（領域Ｉで表される）と、電気ヒータ８０により加えられる熱量（
領域IIで表される）とが足し合わされた結果である。領域Ｉと領域IIとの間の境界の折れ
線は、熱媒体流通管９０を単独で使用した場合に達成される温度上昇である。
熱媒体流通管９０により加熱する場合の温度調節は、燃料ガスの供給量を調節することに
より行うが、発生する熱量が多量であるため、燃料ガスの供給量を変化させても、燃焼ガ
スから放出される熱エネルギーの量、従って、加熱温度が迅速に変化せず、ある程度の時
間のずれが生じる。そのため、熱媒体流通管９０による加熱温度が大きく変動することは
避けられない。電熱ヒータ８０は、熱媒体流通管９０に比べて発生できる熱エネルギーの
量は少ないが、供給電力を変化させれば直ちに発生する熱エネルギーの量が変わる。
そこで、熱媒体流通管９０による温度上昇を、目標温度Ｔ０よりも少し低めに設定してお
き、その温度上昇と目標温度Ｔ０との差を、電熱ヒータ８０による加熱によって補償する
ようにすれば、実際の到達温度Ｔを、目標温度Ｔ０に迅速に到達させ、その後も経時的に
到達温度Ｔを目標温度Ｔ０に一致させておくことが容易である。その結果、対象物体Ｐに
対する加熱温度を正確に制御して、品質性能の高い加熱処理を実現することができる。
【００８７】
先に説明したように、本発明の加熱処理装置は、加熱処理空間の後に降温ゾーンを有して
よい。この降温ゾーンＺを熱処理ゾーンＹの一部分と共に断面図にて図２２に模式的に示
す。降温ゾーンにおいては、対象物体Ｐにその温度より低い温度の気体を吹き付けて対象
物体の温度を下げる。
図示した態様では、熱処理ゾーンＹと降温ゾーンＺとの間には、押出部１７０が配置され
、押出部１７０に備えた押出アーム１７２が水平方向に移動することで、熱処理ゾーンＹ
を搬送されてきた対象物体Ｐを、降温ゾーンＺに送り込む。
【００８８】
降温ゾーンＺには、送り込まれた対象物体Ｐを、空間を隔てて積み重ねた状態で上から下
に降下させるコンベア１８０が設けられている。対象物体Ｐは面方向に一定の間隔をあけ
て並べられた状態で徐々に下方に移動していく。
下方に移動する対象物体Ｐの側方には、上方から下方に向かって、水平方向に一連の複数
の送風ノズル（または送風スリット）を有する送風手段１５０が設けられている。各送風
手段１５０は背後のヒータ加熱部１５２を経て送風機１５６に連結されている。
【００８９】
図示した態様では、送風機１５６では、昇温ゾーンＸおよび／または熱処理ゾーンＹで加
熱に利用されて排気された気体を回収する排気管１５８から気体が送り込まれ、この気体
を直接、あるいはこの気体と熱交換した気体を、必要に応じてヒータ加熱部１５２により
所定温度まで加熱して得られる気体が送風手段１５０から対象物体Ｐに送り出される。よ
り低い温度の気体が送風手段１５０から吹き出すのが望ましい場合には、ヒータ加熱部１
５２を省略してもよく、場合により、より低温の別の気体を混合してもよい。
【００９０】
図示した態様では、上下に並んだ複数のヒータ加熱部１５２は、降温に使用する気体の温
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度が（下方に向かって）段階的に下がるように操作される。例えば、図２２の上下３個所
の送風手段１５０では、上から３５０℃、３００℃、２００℃の冷却風がそれぞれ吹き出
す。
対象物体Ｐの通過経路を挟んで各送風手段１５０と対向する位置には、排気口を有する排
気手段１５３が配置され、排気手段１５３は排気管１５９に連結されている。
【００９１】
降温ゾーンＺを降下する対象物体Ｐは、数百℃程度に加熱されていることが多いので、上
部の送風手段１５０から吹き出す例えば３５０℃の冷却気体が吹きつけられることで冷却
降温される。対象物体Ｐが降下移動するにつれて、段階的に低い温度の冷却風が吹きつけ
られるので、対象物体Ｐの温度は順次降下する。降温ゾーンＺの下端まで移動した対象物
体Ｐは例えば１５０℃程度まで冷却されており、その後、水平方向に搬送され、加熱処理
装置１の外へ出て回収コンベア１８４に回収される。加熱処理装置を出た対象物体Ｐは、
その後は自然放冷で常温まで冷却される。図２２に示す態様では、降温ゾーンＺは、対象
物体Ｐの面積よりも少し広い程度の設置スペースしか取らずに、設置することができる。
対象物体Ｐの表裏両面に沿って冷却風が通過することで対象物体Ｐの全体を効率的に冷却
することができる。
加熱処理を終えた対象物体Ｐを急速に冷却すると、その途中で割れや歪みが生じるという
問題があった。これは、対象物体Ｐを冷却する際に、対象物体の場所によって冷却の進み
方が違って温度差が生じ、この温度差により、冷却収縮挙動が一様ではなく、それに伴う
応力で歪みや割れが生じると考えられる。
【００９２】
しかし、上述の態様では、各段階毎の冷却風の温度を低くして対象物体と冷却風との温度
差を大きくして、高温から低温まで急激に冷却させたとしても、それぞれの段階では、一
定温度の冷却風が対象物体Ｐの主表面に沿って全体に効率的に吹き付けられ、対象物体Ｐ
の全体を冷却風の温度で決まる一定の温度まで均一かつ迅速に冷却できる。そのため、対
象物体Ｐに対して場所による温度のバラツキすなわち温度差が生じ難い。具体的には、対
象物体Ｐの場所による温度差を数℃以内に抑えることができる。その結果、割れや歪みの
問題が改善される。
例えば、１ｍ平方の大型ガラス基板を冷却降温させる場合、通常の徐冷方法に比べて、約
１／２以下の時間でも割れや歪みを生じることなく急冷させることができる。また、上述
の態様では、降温のために使用する気体を加熱する熱源として、加熱処理空間１０で発生
する排気が有する顕熱を回収して利用するので、熱エネルギーが有効に利用される。
【００９３】
本発明の加熱処理方法において、浮揚させた対象物体を移動させる方法の別の態様を図２
３に示す。ここでは、対象物体の移動方向に沿った対象物体に垂直な断面図にて模式的に
示す。図示した態様では、図９に示すのと同様の構造の浮揚部材２０を用いる。浮揚部材
２０は、対象物体Ｐに対して実質的に垂直に気体を吹き出す。
図２３（ａ）に示す状態では、対象物体Ｐは、浮揚部材２０から上方に吹き出す空気で浮
揚し、水平な状態で一定の位置に止まっている。次に、図２１（ｂ）に示すように、対象
物体Ｐの後方縁の下方の近くに配置された浮揚部材２０ｘから吹き出す気体の圧力を上げ
る。例えば、他の浮揚部材２０に比べて１２０％の圧力で気体を吹き出す。そうすると、
大きい圧力で気体を吹き付けられた対象物体Ｐの後方縁が図示するように上方に持ち上げ
られ、対象物体Ｐが角度θで傾斜する。
対象物体Ｐが傾斜すると、対象物体Ｐの下面に加わる気体の圧力で、対象物体Ｐを傾斜の
低いほうに向かって水平方向に前進させる作用が生じ、対象物体は左向きに移動し始める
。尚、力学的には前進力Ｆ（＝ｍｇ・ｓｉｎθ、ここで、ｍは対象物体の質量、ｇは重力
の加速度である）が発生する。従って、対象物体Ｐの下面に配置される複数の浮揚部材２
０から上方に吹き出す気体の圧力を、場所によって違えるだけで、対象物体Ｐを水平方向
に移動させることができる。
【００９４】
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図２３（ｃ）に示すように、対象物体Ｐが水平方向に移動し始めると、浮揚状態であれば
移動に対する抵抗はほとんどないので、慣性の作用で、そのまま水平方向に移動し続ける
。先に吹き出し圧力を強くした浮揚部材２０ｘでは、通常の吹き出し圧力に戻せばよい。
従って、対象物体Ｐが水平移動を開始するまでの短い時間だけ、対象物体Ｐの片端側の浮
揚部材２０で圧力を強くすればよいのである。
また、水平移動する対象物体Ｐに対して、対象物体の後方縁の下方に位置する浮揚部材２
０の圧力を対象物体Ｐの後方縁が通過する間だけ吹き出し圧力を順次大きくすれば、空気
抵抗等の対象物体Ｐに加わる抵抗で速度が落ちない程度に前進力を補うことができる。こ
の時、加える前進力を大きくすれば、対象物体Ｐを順次加速させることもできる。対象物
体Ｐの通過位置および時間等をセンサ等で検知して、検知された対象物体Ｐの位置に合わ
せて、各浮揚部材２０の吹き出し圧力を制御すればよい。
【００９５】
上述のような移動機構を利用すれば、対象物体Ｐの速度や移動方向の変更、あるいは、移
動停止の制御も可能である。例えば、図２３（ｂ）で、浮揚部材２０ｘの吹き出し圧力を
調整すれば、対象物体Ｐの傾きθが変わり、水平方向への前進力Ｆの大きさ、即ち、移動
速度が変わる。図２３（ｂ）で、対象物体Ｐの反対側の縁（左端）近くの浮揚部材２０で
吹き出しを強くすれば、対象物体Ｐは反対側に傾斜して反対（右）方向に水平移動する。
水平移動している対象物体Ｐに対して、対象物体Ｐの先頭側の下方に位置する浮揚部材２
０で吹き出し力を大きくして、対象物体Ｐの先頭側が持ち上げられるように傾斜させれば
、前記した力Ｆは移動方向の逆方向に作用して制動力となり、停止させることもできる。
【００９６】
【発明の効果】
本発明にかかる加熱処理方法および装置によれば、対象物体に気体を吹きつけて浮揚させ
た状態で対象物体を搬送することにより、従来のコンベア装置のように、加熱処理室の内
外を出入りする機械構造が必要なくなり、加熱処理室内の熱エネルギーを無駄に放出する
ことがない。その結果、加熱処理装置から外部に漏れる熱エネルギーを低減して、熱エネ
ルギーの利用効率を向上させることができる。
また、従来の加熱処理装置において加熱処理空間内に存在していた種々の機械的機構を省
略して、対象物体を浮揚させて、それを移動させる上述の機構を設けるだけでよいので、
加熱処理空間内に存在する機構の数は全体として大幅に減少し、従って、種々の機構の存
在によって生じる発塵の問題を改善できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　図１は、本発明の加熱処理方法に使用する加熱処理装置を斜視図にて模式的に
示す。
【図２】　図２は、本発明の加熱処理における温度条件の一例を示すグラフである。
【図３】　図３は、本発明の加熱処理方法に用いる加熱処理空間の一部分をその中の様子
が理解できるように斜視図にて模式的に示す。
【図４】　図４は、浮揚部材２０の断面図を模式的に示す。
【図５】　図５は、対象物体を移動する様子を側方から見た場合の対象物体の移送経路の
様子を示している。
【図６】　図６は、本発明の加熱処理方法において浮揚した対象物体を機械的な力を用い
て移動させる機構を模式的に示す。
【図７】　図７は、プッシュ方式で対象物体を移動させる機構を模式的に示す。
【図８】　図８は、吸引停止手段３０の断面図を模式的に示す。
【図９】　図９は、対象物体の移動をコントロールする送気部材の断面図を模式的に示す
。
【図１０】　図１０は、送気部材を有する浮揚部材の図９と同様の断面図を模式的に示す
。
【図１１】　図１１は、本発明の加熱処理装置の加熱処理空間の断面図を模式的に示す。
【図１２】　図１２は、断熱ブロック６４の一例を斜視図にて模式的に示す。
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【図１３】　図１３は、図１２の断熱ブロックを均熱シートを介して加熱処理空間の外壁
に貼り付けた状態を模式的に断面図にて示す。
【図１４】　図１４は、別の態様の断熱ブロックの形態を用いた断熱構造を模式的に示す
。
【図１５】　図１５は、本発明の加熱処理装置の別の態様の加熱処理空間の断面図を模式
的に示す。
【図１６】　図１６は、本発明の加熱処理装置の別の態様の加熱処理空間の断面図を模式
的に示す。
【図１７】　図１７は、均熱シートを使用する加熱機構の別の態様を斜視図にて模式的に
示す。
【図１８】　図１８は、本発明の加熱処理装置において加熱処理空間を規定する断熱壁の
構造の別の態様を模式的に示す。
【図１９】　図１９は、本発明の加熱処理方法に用いる加熱処理空間の別の態様の一部分
を、図３と同様に、その中の様子が理解できるように斜視図にて模式的に示す。
【図２０】　図２０は、図１９の態様の加熱処理空間の断面図を模式的に示す。
【図２１】　図２１は、対象物体Ｐを目標温度Ｔ０まで加熱する際の時間と到達温度Ｔと
の関係の一例を示している。
【図２２】　図２２は、降温ゾーンＺを熱処理ゾーンＹの一部分と共に断面図にて模式的
に示す。
【図２３】　図２３は、本発明の加熱処理方法において、浮揚させた対象物体を移動させ
る方法の別の態様を模式的に示す。
【符号の説明】
１０…加熱処理装置、１４…開口部、２０…浮揚部材、２４…燃焼口、２７…排気部材、
３０…吸引停止部材、３１…本体部、３２…吸引気体路、３３…加圧気体路、４０…摺動
部材、４６，４７…旋回軸、４８…プッシュアーム、４９…ストップアーム、５０…送気
部材、６０…外壁、６２…均熱シート、６４…断熱ブロック、８０…電気ヒータ、９０…
熱媒体流通管、１００…均熱シート、１１４…電気ヒータ、１２６…電気ヒータ、１３０
…均熱シート、１３２…フラップ部、１３４…ガスバーナ、１４０…均熱シート、１４４
…マッフル構造部、１５０…送風手段、１５２…ヒータ加熱部、１５３…排気手段、１５
６…送風機、１５８…排気管、１６４…断熱ブロック、１７０…押出部、１７２…押出ア
ーム、１８０…コンベア、２００…駆動手段、２０２…移動経路、２０４…当接要素、２
１０…支持要素、ｆ…火炎、Ｐ…対象物体、Ｘ…昇温ゾーン、Ｙ…熱処理ゾーン、Ｚ…降
温ゾーン。
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